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［資料］
商業集中の影響(I)
加藤義忠
近年の西ドイツの学会において注目を集めている H.O.シェンクたちに
よって『商業集中論』 (Hans-OttoSchenk, Hiltrud Tenbrink, Horst 
Ziindorf, Die Konzentration im Handel, Duncker & Humblot, Berlin 
1984)と命名された書物が， 1984年に世に問われた。その書物の篇別構成
は，下記のようになっている。序章開題，第1章定義にかんする説明，第2
章商業集中の原因，第3章集中の測定，第4章商業集中の硯状と推移，第5
章商業集中の影響，第6章集中政策の帰結。
戦後の日本の流通事象をみた場合，西ドイツと基本的に同じように，商業
における集積・集中が大きく進展したのはたしかであり，しかも今なお傾向
的に進んでいるといってよい。それゆえに，本書は戦後日本とりわけ高度経
済成長期以降の商業の集積・集中を分析するさいに参考になるのはいうまで
もないが，それにとどまらず，商業の集積・集中を基礎理論的に解明しよう
とするさいにも若千寄与するものと思われる。
私は以下において，主として商業集中の影響について考察した第5章を訳
出しようと思う。この種の大変根気の要求される訳出作業が，それらのため
に多少なりとも役立てば望外の幸せである。
商業構造の変化の経験的・統計的な分析は，もちろん完全無欠なものとは
いえないが，それによって上位の販売額階層への絶対的な販売集中の強力な
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進行や相対的な販売集中の進行が確圏できよう。このような商業集中の進行
は，経済全体や個々の部門や（当該）企業と家計の関連部分に影響をあたえ
ずにはおかないであろう。それでは，この影響は一体どのようなものであろ
うか。この質問にできるかぎり正確にあるいは包括的に答えることは，商業
集中を測定することよりもさらにむつかしい。主として，次のような理由か
らである。
(1) 自然経済的な因果法則の場合とはちがって，商業集中のような社会的
経済的なものの複雑な因果関係においては，明白な測定しうる関連はみいだ
しえないからである。（とまれ，今日にいたるまで，明確な法則や測定基準
は解明されていない。）
(2) もし，法則性が圏識されたとしても，それは現実の条件下では経験的
に再検証されえない。原則として，個々の活動要因は実験集団のなかで分離
して研究されなければならないし，また同時に活動要因として措定されない
統制集団と比較されなければならない。しかし，この種の実験は経済社会で
はできないのである。
(3) われわれの研究に応じて全休的に細分化された構想によれば，「商業
集中は，（その影善については）好いことである」あるいは「商業集中は悪
いことである」というように（政治的，大衆迎合的ではあるが，たしかに効
果的）おおざっばで一面的に主張することはできない。商業集中の進行が場
所ならぴに時間，経営形態ならびに部門，市場部面ないし市場構造ならびに
市場関係にかんして二側面的に述べられるのは，おそらくすでに何回も示唆
的になされたし，いまではいっそう詳細になされている。商業集中の影響は
(1) 
肯定的のみならず否定的にも記述されなければならないのである。
(4) 第2章ですでに，集中の原因と結果のあいだには相互依存関係が存在
するということが述べられた。個々の局面一一例えば大企業の金融力の大き
(1) Nieschlag, Robert: Die Konzentration im Handel im Lichte der Ergeb-
nisse der Konzentrations-Enquete, ni : Die Konzentration im Handel, hrsg. 
vom D田T,Bonn 1965, S.12. 
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さないし貨幣市場や資本市場への接近の容易さー~が集中の原因として作用
するか，あるいは結果として作用するかは，しばしば確実には知りえないの
である。
(5) 最後に，それにふさわしい測定可能性がないので，商業集中の影響に
ついては確定的な主張はできず，制限された推計学的な主張が許されるにす
ぎない。現下の隠識状況では，あれこれの影響発生の確率的な度合いは決し
て正確には示しえない。というのは，高度に複雑化した硯実全体の思惟にお
ける孤立化・抽象化のみが孤立化・抽象化された影響を析出することができ
るからである。
結局，そのような主張は科学的に客観的な主張としては一時的にのみ存在
し，主観的には実証しうるけれども，しかし原理的には誤りになりうるとい
うボパーの駆識論を想起すれば，（a）できるだけ経験的に裏付けられた（「実．．．．．．． 
証」・することではない）仮説を(bl傾向の表明（これは推計的な活動方向にあ
てはまるが，事実の強さやその継続性にはあてはまらない）として入念にか
つ緻密に定式化すること以外に道は残されていないといってよい。たぶん，
誰かが最初に，一度仮説を定式化しなければならないのであろう。
この意味で，商業集中の影響は交換過程におけるように両面的に，すなわ
ち前方や後方の経済段階（生産者ないし消費者）におけるように両面的に研
究されるぺきであろう。そのうえに，都市建設上の見方や経済全体的な見方
がつけくわえられなければならない。
第1節商業部面への影響
第4章ですでにみたように，集中の硯象形態は卸売商業や小売商業のみな
らずあらゆる商業部門において一様ではない。若千の分野では，集中の進展
は企業数や販売数量の点でとくに目立っているが，これにたいして他の分野
では，集中過程は弱々しく生じているにすぎない。しかし，各商業段階や各
分野を特別に考察したことから結論づけられる必然性は，この作業の範囲内
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ではひきだすことはできない。ここでは，集中の影響が一般化され，また多
かれ少なかれ概括的に述べられるにすぎない。
第1項競争の強さ
(2) 
「企業の進出局面や追従局面から市場化への移行の速度と様式」は，競争
の強さとのかかわりで解明されるべきであろう。第4章で確認された集中傾
向は，集中を規定する競争の強さの影響をみることによっていっそう完全な
(3) 
ものとされる。そのうえ，構造要因の解明が必要である。
「競争の強さの高まりにかんする指標は，なかんずく競争範囲や市場範囲
の拡大と直接的な競争者数の増加と競争政策的な制度の拡充とその効果的な
利用とこの場合のとくに買い手への手段としての価格政策の明白な存在であ
釘。
グライプルは別のところで，いくつかの企業が市場から脱落しても，商業
(5) 
競争の強さは本質的に高められているということを指摘している。このこと
は，小売商業のみならず卸売商業にもあてはまる。このような競争の激化は
大企業と小企業のあいだに生じているだけではなく，大企業もまた相互に競
争関係におかれている。これに関連して，ニーシュラークはグループ競争に
言及したが，そのさい彼は「グループ」という用語をもっとも広い意味で用
(2) Batzer, Erich / Greipl, Erich: Zurn Wettbewerbsphiinomen im Handel, 
in : Handelsforschung heute. Festschrift zum 50jiihrigen Bestehen der 
Forschungsstelle fir den Handel, Schriftenreihe der Forschungsstelle fir 
den Handel, Dritte Folge, Nr. 7, Berlin 1979, S. 80 
(3) Berg, Hartmut: Steigender Konzentrationsgrad gleich sinkende Wettbe-
werbsintensitiit? Anmerkungen zum ersten Hauptgutachten der Monopol-
kommission, in : Wirtschaftsdienst 1切7,S.197. 
(4) Batzer, Erich / Greipl Erich : a.a. 0., S. 80. 
(5) Greipl, Erich : Die Konzentration im Handel. Referat vor dem Handels-
ausschul3 des DIHT, unver6ffentlichtes Manuskript, November 1町9,S.17. 
(6) 
いている。
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専門店は一般的に，百貨店や大規模スーパーマーケットやセルフサービス
百貨店やその他のディスカウント店を強力な競争者として意識している。そ
れにくわえて，専門店内部の競争やとくに狭い地域で競争者として立ち硯れ
(7) 
ている通信販売店にも言及されている。
卸売商業段階の競争関係もまた分化せしめられ， 強められている。「ほと
(8) 
んどすべての経営形態は卸売商業の他の業態ないし形態と競争している」。
伝統的な競争理論によれば，一般に市場への参入もまた大企業の競争によ
っていちじるしく妨げられている。したがって，企業とりわけ新規参入者と
しての企業には，競争者の業績と少なくとも同等である場合にのみ成功する
見込みが生じる。 しかしながら，商業における資本集約度は不断に高まって
(9) 
いるので，資本力のある企業も市場への参入に慎重でなければならない。
そのうえ，伝統的な競争理論では競争の弱まりについては，販売集中の絶
対的かつ相対的な進行から結論づけなければならなかった。しかし，いずれ
の結論も日常的な実践的経験と矛盾する。さらに，製造企業や単一の製品市
場に適用される伝統的な競争理論は，商業企業や多数の製品市場ないしサー
ビス市場に適用することはできない。
商業における競争関係は，少なくとも 3つの点で異なり，独自の性質をも
っているということができる。. ．． 
(a) 商業企業は競争においては，（少なくとも）同質的な市場行動（製品）................... 
ではなくて，明らかに異質的な商品・サービス組み合わせにかかわる。....... 
(bl 商業企業はいつも二重の競争関係， つまり同形態内の競争（同じ経営
(6) Nieschlag, Robert, a. a. 0., S. 2. 
(7) Batzダ， Erich/Greipl,Erich/Meyer絨fer, Walter/Singer, Eugen: Der 
Ausleseproze/3 im Gro/3-und Einzelhandel, Schriftenreihe des IFO-lnstituts 
flir Wirtschaftsforschung, Nr. 82, Berlin, MUnchen 1切4,S.57. 
(8) Ebenda, S. 60. 
(9) Sけのiz,Helge: Entwicklung und Auswirkungen der Nachfragemacht des 
Handels, in: Jahrbuch der Absatz-und Verbrauchsforschung 1977, S. 329. 
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形態内部でのもの）と異形態間の競争（あらゆる他の経営形態間のもの）の
(10) 
なかにおかれている。
(c) ある任意の基準（販売額，経営形態，販売組織，品揃え政策，価格政．． 
策，立地政策など）にしたがって相互に異なった競争をしている商業企業............... 
は，機能的には相互に依存している。特定の商業企業が支配的になればなる
ほど，適応によってではなく差別化することによって成功をおさめ，また競
争を引き起こしたり強めたりする他の経営形態にとっての市場機会もそれだ
け大きく（取るに足りないものではない）なる。
このような背景のなかでは，伝統的な競争理論は役立たなくなるにちがい
ない。その理論では，商業競争の強さは一般に，経験的・統計的に証明され
た絶対的かつ相対的な販売集中の進行につれて減少するのではなく，より強
められる（全体的な比較から小規模地域の「重要な市場」に一度目を転じる
ならば）といったような矛盾は解明できない。
次のことが定義づけられないのである。つまり， 5~10の大規模な商業企
業の絶対的な販売集中の進行につれて， 同時に何千もの小企業（ブティッ
ク，ゥール店，喫茶店， ビデオ店）が生じている。「巨人」の背後で，商業
の「小人」が成長するのである。集中はこれまで競争を減少ないし完全に除
去せしめたのではなく，（故意にではないが）強めたのである。
1. 大企業
本書の第4章において述べたように，商業における大企業の数は持続的に
増加した。シャイベ・ランゲは商業企業の競争力の基準として経営形態と企
(11) 
業規模をあげている。ポルは「今日の技術的，経済的な知識の状況に照応し
(12) 
た販売方式」は大企業においてはじめて可能になるということを発表してい
(10) Schenk, Hans-Otto: Die Bedeutung der Betriebsformen fir den spezi-
fischen Wettbewerb im Handel, in: Jahrbuch der Absatz-und Verbrauchs-
forschung 3/1966, S.173-188. 
(11) Scheibe-Lange, Ingrid: Ausma.B und Form der Konzentration i:n Einzel-
handel, in: FfH-Mitteilungen 2/1969, Neue Folge, S. 2. 
(12) Woll,. Artur: Der Wettbewerb im Einzelhandel-Zur Dynamik der 
modernen Ver-triebsformen, Berlin 1964,・ S. 266. 
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る。彼の見解によれば，企業数の減少は必ずしも競争に否定的な影響をおよ
ぼすものではない。なぜならば，大規模で行動力のある企業はしばしば，小
企業には期待できないような競争を剌激するということをおこなうからであ
る。
ここでは，どのような量的秩序が想定されているのだろうか。商業企業の
適正範囲はどこにあり，経営規模の高まりは市場構造にどのような結果をも
たらすのだろうか。
1-1 適正経営規模への傾向
「商業企業において量的かつ質的な点で配置されるすべての人的・物的な
(13) 
活動力の範囲」は，経営規模とのかかわりで理解されなければならない。そ
こで，経営規模を測定しようとすれば，一連の問題が出現する。けだし，経
営の「活動力」を普逼妥当的に表現しうる尺度がないからである。だから，
補助的尺度をよりどころにしなければならないのである。例えば，ファルク
とポルフは適正経営規模について次のように述べている。「小売商業活動が
(14) 
証明するように，取引費用は販売との関連では最少である」。小売商業の適
正経営規模は，個々の販売形態や分野における活動の必要条件や技術的・組織
的な条件が相遣しているがゆえに，必ずしも一般的には礁定できない。した
(15) 
がってまた，この種の研究は商業全体にとってはなしえないといってよい。
それにもかかわらず，エールリンガーが公表しているように，経営や企業
の集中—分野によって異なるが一ーは適正経営規模以下の排除を促進する
(13) H叩 sen,Ursula/Algemissen, Joachim: Handelsbetriebslehre 2-Taschen-
lexikon, G6ttingen 1町9,S.59. 
(14) Falk, Bernd R. /Wolf, Jakob: Handelsbetriebslehre, 6., Uberarbeitete 
und erweiterte Auflage, Landsberg 1982, S. 230. 
(15) これについては次のものを参照せよ。 Ehrl切ger,Erich : Die Konzentration 
im Einzelhandel, ihre Ursachen und Auswirkungen, Dis., Nilrnberg 1962, 
S.172. Scheibe-Lange, Ingrid: Die wirtschaftliche Entwicklung, der 
Warephiiuser Karstadt AG und Kaufhof AG und ihre Stellung im Einzel-
handel, WSI-Studie zur Wirtschaftsforschung Nr. 16, Kllln 1968, S. 6. 
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か，あるいは費用的に劣位な規模を適正経営規模に導くのである。
1-2 寡占の形成
ニーシュラークが言及しているように，商業企業のパワーの増加は「まず
部分市場において寡占化・独占化に導き，市場経済体制の危機を引き起こす
(16) 
ことになろう」。メンツェルもまた，資本蓄積や地域集積の影響による個々
(17) 
の市場の独占化ないし寡占化を同様なものととらえている。...................... 
連邦カルテル局は，ネッカーマン株式会社とカールシュタット株式会社の
提携を裁定した1976年の活動報告書のなかで，次のことを確認している。 4............. 
つの巨大なドイツの百貨店コンツェルンのカールシュクット， カウフホフ，．． .......... 
ヘルティ， ホルテンは 3つの大銀行ー一之ここではドイツ銀行， ドレースデン.. 
銀行，商業銀行を意味する―と幾重にも結びつき，相互に本質的な競争の
なかにあるのではなくて，緊密な寡占を形成している。同時に，小売商業に
おいては様々な商業活動をおこなうたくさんの経営形態が存在するというこ
とも， もちろん述べられている。そのことから，独占委員会の側で当然に，
(18) 
マーケットシェアの観察では証言力がないということが推論されよう。商業
における「有効市場」の確定の困難性については，シェンクもまた西ベルリ......... 
ンではカウフホフ株式会社の「マーケットシェア」は実際にはゼロであると
(19) 
いう確証をもって注意をうながしている。
(16) Nieschlag, Robert: Der Mittelstand im Handel gestern und heute, in: 
Der mittelstiindische Einzelhandel im W ettbewerb, GroBenbedingte Vor-
und Nachteile, hrsg. von Bartho Treis, Miinchen 1981, S.1-10. 
(17) Menzel, B. : Nachfragemacht und Kooperation im Einzelhandel, Arbeits-
gemeinschaft fir Rationalisierung des Landes Nordrhein-Westfalen, 
Vortrag und Diskussion in der Sitzung der Arbeitsgruppe Distributions-
forschung am 24. Januar 1975, Dortmund 1975, S. 1. 
(18) Monopolkommissi曲： Sondergutachten7, MiBbriiuche der Nachfrage-
macht und Moglichkeiten zu ihrer Kontrolle im Rahmen des Gesetzes 
gegen Wettbewerbsbeschriinkungen, Baden-Baden 1977, S.103. 
(19) Schenk, Hans-Otts: Theorie und ldeologie der Nachfragemacht des 
Handels, in WuW 1974, S.151. 
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一方では，小売商業における市場支配企業の危険性はけっして排除されえ
ないけれども，しかし他方ではそのような大企業の数の増加は寡占的ないし
独占的な市場形態や状況を抑止するということが確隠されなければならな
ぷ？
2. 中小企業
小規模商業企業の競争状況は，近年いちじるしく悪化した。多くの企業領
域で競争能力の弱まりが確認されている。 1979年には，小売商業企業のおよ
そ5分の1が，長期にわたり存立機会を悪化せしめていると指摘された。そ
の割合は70年代のはじめと比較して， 2倍以上になっている。しかも，卸売
商業では企業の4分の1-70年代のはじめよりもおよそ10％増えている一
ーが経営維持について悪い見通しをもっているといわれている。「とくに外
的な成長を強めることによって拡大される企業規模の格差が目立つようにな
り，ここから結果する競争上の不利益や中小企業にすでに存在している意欲
減退効果を思いうかべれば，そこから集中政策ならぴに競争政策にかんする
特定の目標領域にとってのシグナル効果一―—おそらく企業規模や企業形態の
広範な普及の維持一~集中の急速な進展は，意欲減退効果やそれ
とともに生じる経営放棄や企業売却への傾向を高めるのにくわえて，さらに
『集中支持の侵食作用』すなわちたしかに秩序維持政策とはいえないような
(21) 
重要な展開へと導く」。
とくに，食料品の卸売商業と小売商業における意欲減退効果もまた，われ
われの考えでは， 80年代の中葉にいたるまでに年々およそ 3,200の食料品店
が廃業においこまれるだろうという GfK予測ー一これは70年代の推移と比
すれば，「半分の廃業比率」に相当するものであろうが一ーをみれば，無害な
(22) 
ものとはいえない。たしかに，様々な部門における相異なった展開を観察す
(20) Falk, Bernd R. : Trends im deutschen Einzelhandel, in : Marketing 
Journal 3/1切7,S.2切．
(21) Greipl; Erich, a. a. 0., S. 19. 
(2~) Otto, Bernd : Konzentration im Handel-Chancen und Risiken, in : Mittei-
lungsdienst der Verbraucher-Zentrale Nordrhein-Westfalen, Heft 1/1983, 
S.11. 
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れば，集中論議とのかかわりで多様に表現されている「寡占にたいする不
安」が広範に比較検証されるであろう。卸売商業と小売商業の多くの部門に
おいて，小規模経営の目立った復活が確駆される（リホルム店，パイオ店，
ハイファイ店・ビデオ店，手芸店， 毛糸店，紅茶店）。流行を規定している
変動がここにあてはめられるかどうか，あるいは中小経営にとって永続的で
成長志向的な再編成が生ずるかどうかは，現時点ではもちろん断定できな
い。
企業集中の進行は差別化の点からみれば，中小経営にとって不利に作用す
るのはたしかである。中産階級の経済にとって予期されうるような経済上是
圏できない不利益や調査対象企業で実際に経験されるような是腿できない不
利益にかんして，研究所によって広範におこなわれた中産階級の研究のため
の実態調査から，次のような結論がひきだされた。それはとくに，中規模企
業は差別化の圧力に強くさらされているということである。このことは，次
のことを含意する。「このような状況下では， あまり活動的でない経営では
なくて，市場力を意のままにできない経営が市場から排除されるのであっ
て，実状は競争原理とは矛盾している。このような排除行為や妨害行為は結
局，経営ー一そのものとしては活動的な一一ーを市場から除去することによっ
て，すでに存在している集中傾向をいっそう強めることになるという結論に
(23) 
導くのである」。
第2項生産性の推移
投入財（インプット）すなわち人的労働，経営手段および製造材料と産出
財（アウトプット）との生産経済的な関係としての生産性は，商業経営ない
し商業経営の全体について正確には調査できない。商業においては，インプ
ット面で製造材料が一定の役割を演じないだけでなく，アウトプット面でも
(23) Mischon, Claudia/ Robl, Karl : Zum Problem der Diskriminierung mittel-
stiindischer Betriebe. Eine empirische Untersuchung, Heft 63 der Beitriige 
zur Mittelstandsforschung, G6ttingen 1980, S. 21. 
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経営的な行動はたんに生産によってではなく，それぞれ形態的に大きく相遣
し質的に規定された商品・サービス組み合わせによって成り立っている。し
たがって，生産性を表現する技術的に規定された数量的な関係は，商業経営
にはあてはめられない。それにもかかわらず，生産性表示のインジケークー
機能を有し，また指導や管理の道具としても役立つ商業経営の活動力につい
ての尺度を獲得するために，応急策として数多くの指数が開発された。シュ
ツーベによれば，次のように選定された「生産性指数」とその計算方式が示
(24) 
されている。
(a) 面積当りの生産性＝売上高／売り場面積（出）
(b) 労働生産性＝売上高／平均的な従業者数
(c) 時間当りの活動＝売上高／労働時間数
(d) 人件費負荷＝人件費XlOO／売上高
(e) レジ利用＝売上高／レジの数
(f) 在庫回転＝売上高／平均的な商品在庫（販売価値になるまでの）
(g) 仲介生産性＝収集された積み荷の数／1人・ 1時間当り
(h) 面積当り保管生産性＝期間当り保管量回転／保管面積（ないし保管空
間）
(i) 商品保管にとっての資本生産性＝期間当り売上高／保管における期間
当りの平均的な資本拘束
(g)~(i)までの指数は，卸売商業に特有なものであるというのが理解されよ
う。そのような指数は，目標設定に応じて時間的ないし経営間の比較をおこ
なうことによって投入要素の利用効率を明らかにする。このような経営的な
指数はまた，全部門，経営形態，卸売商業あるいは小売商業にかかわるもの
だから，それは部分的には生産性インジケーターとしても利用しうる。その
さいのもっとも重要な指数は， 1つは従業者1人当りの売上高（労働生産性）
(24) これについては下記のものを参照せよ。 Stubbe,Helmut: Produktivitiit, in : 
Das groBe Lexikon fir Handel und Absatz, hrsg. von Bernd R. Falk/Jakob 
Wolf, 2. • Auflage, Landsberg 1982, S. 633-638. 
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であり， もう 1つは売り場面積1rf当りの売上高（空間的生産性ないし売り
場面積生産性）である。
卸売商業では，とりわけ労働生産性が指数として活用されている。という
のは，面積生産性は構造的な理由（部門的相遮，保管面積がより大きいこと，
部分的には支店や代理店）から，従属的な役割を演じるからである。
ここで考察されているテーマのなかで軸をなす問題は，集中の推移と生産
性の推移の関係である。この場合，売り場面積生産性から論じよう。
「立地確保とかかわって，売り場面積の拡大が過去何年ものあいだ，小売
商業における競争手段としての重要性をとりわけ高めたが，それはしばしば
(25) 
小売商業の容量の縮小や削減をともなうものであった」。この売り場面積の
拡大とともに，売り場面積の集中の強化が進行した。コンツェンが述べてい
るように，度をこえた「統合されていない小売商業の巨大販売所の売り場面
積の拡大は，売り場面積の容量の不均衡やさらに顕著な過剰容量を生ぜしめ
(26) 
よう」。
彼は，小売商業全体の面積当り生産性の急激な後退をこのような面積拡張
のもう 1つの結果とみなしている。.. 
第34図から明らかなように，売り場面積生産性の伸び率は1969年から1972
年まで持続的に低下した。 1973年と1974年には，売り場面積生産性はとくに
景気後退として特筆される前年にたいして低落した。 1975年から1979年まで
は，売り場面積生産性はほとんど停滞していた。
これに関連して，販売額規模別の企業の売り場面積生産性の調査は興味深
い。そこから，場合によっては，売り場面積生産性と企業規模との関連につ
いての推論が引きだせよう。しかし，ここではこのような考察はまだおこな
うことはできない。というのは，処理しうる豊富なデータがないからであ
(25) Batzer, Erich: Zur Verkaufsfliichen-und Beschi.iftigtenentwicklung im 
Einzelhandel, in : ifo-shnelldienst 13/1980, S. 8. 
(26) Conzen, Fritz: Die Lage des Einzelhandels-Marktchancen und Notwen-
digkeiten, in : Markenartikel 10/1切6,s. 386. 
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第34図 売り場面積lm2当りの実質販売額の対前年伸び率の変化
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（出典） Batzer,Erich: Zur Verkaufsfliichen-und Beschiiftigtenentwicklung im 
Einzelhandel, a. a. 0., 8.14. 
る。「面積増大に関係する事柄から， その他のほとんど低下していない代替
(27) 
効果やそれとともに人的生産性の上昇が期待される」。
第35図 従業者1人当りの実質販売額の対前年伸び率の変化
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（出典） Batzer,Erich: Zur. Verkaufsflachen-und Beschaftigtenentwicklung im 
Einzelhandel, a. a. 0., S.14. 
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第35図に示されているように，上昇率は区々的であるけれども，労働生産
性は近年不断に上昇した。このことは，とりわけ従業者数の減少ないし低率
(27) Batzer, Erich, a. a. 0., S. 10. 
100(180) 第 33巻第 2 号
的増加やパートクイム従業者によるフルクイム従業者の部分的な代替ならび
にそれ以外の商業企業の合理化措置に起因せしめられよう。
売り場面積生産性をみる場合と同様に小売商業の労働生産性分析の場合も
また，大企業と小企業の生産性格差を確圏することは大規模階層に関連した
十分なデークがないので，ほとんど困難である。現在の経験的に根拠づけら
れた主張は，ここに矛盾するにいたるのである。ところで，ォーストリアの
(28) 
企業では，小経営と大経営の面積生産性の格差はほとんど確恩できない。そ
れにたいして，イフォー(IFO)経済研究所は次のような結論に達した。「一
般的に大企業や大規模経営形態は一一』比較しうる供給構造の内部で一一中小
(29) 
企業よりも高い面積生産性や労働生産性ならびに大きな生産性上昇を示す」。
卸売商業では，労働生産性の推移は次のようになっている。
第26表 その時々の価格での卸克商業の労働生産性の推移
年次 |1976年 |1977 I 1978 I 1979 
対前年伸び率 I 13.8% I 3.8 I 4.0 I 10.0 
（出典） Meyerhofer,Walter: Produktivitiits-und Kostenschere of net sich weiter, 
in.: ifo-schnelldienst 3/1981, S. 3-4, hier S. 3. 
それによれば，卸売商業においてもまた労働生産性は近年上昇している。
このような卸売商業全体の推移は，・高度に集中化された卸売商業分野，例え
ば石炭や石油製品の卸売商業のそれと一度比較されなければならない。
第27表 その時々の価格での石炭と石油製品の卸売商業の
労働生産性の推移
1 1976年 |1977
21.7彩：び 1978 7.8 7.6 1979 27.3 
（出典） Meyerhofer,Walter: Produktivitits-und Kostenschere offnet sich weiter, 
in : ifo-schnelldienst 3/1981, S. 3-4, hier S. 3 
(28) Theuer, Gottfried: Handel: Zwang zur GrllBe?, in: Der Markt. Zeit-
schrift fUr Absatzwirtschaft und Marketing 2/1979, S. 154. 
(29) Batzer,・ Erich, a. a. 0., S.11. 
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生産性指数の比較から明らかなように，卸売商業全体にたいして石炭や石
油製品の卸売商業の労働生産性はより高い比率で上昇した。このことは，集
中の進行とともに労働生産性もまた上昇するということを意味するように思
われる。しかしながら，このような考察を一般化することや上述のような確
恩された関連を承認することは許されないことであろう。なぜならば，ここ
ではあるいは部門固有の特殊性が反映されているかも知れないからである。
そのために，さらにまた部門固有の大規模階層関連の，いうならば部分分析
（経営比較や任意抽出検査）だけでない全体分析による指数が形成されなけ
ればならない。しかしながら，現存のデークではそのような研究は不可能で
ある。
第8項従業者構造
商業集中の展開と従業者構造の直接的関連を実証することは，ほとんど不
可能であるといってよい。そのために，部門や経営形態や経営規模にしたが
った展開のより詳しい研究がなされなければならないだろう。
量的な点では，就業構造がいちじるしく変動したということは，少なくと
も証明することができた。小売商業ではフルタイム従業者は1978年までたえ
ず減少したが， 1978年にふたたぴわずかに増加した。パートクイム従業者を
観察することによって，異なった情景が描かれよう。その数は一ー1975年に
いたるまで一最近の 6年間に不断に増加した。自営業者数の推移がとりわ
け注目に値する。「従業者全体における自営業者の割合は， 1970年には 28.5
(30) 
彩に達していたが，年月の経過につれて26%(1978年）に後退した」。その
数は， 1970年の63万9千から1978年の57万3千へと絶対的に減少した。商業
という経済部面にかんして，自営業者の数が不断に減少したというかぎりに
おいては，商業集中の過程は完全に証明されたといってよい。このような過
程における集中の 3つの部分領域には，どのような重要性が個別的に存在し
(30) HDE(Hrsg.) : Diskriminierung oder Leistungswettbewerb? Schwarzbuch 
zur Novel!ierung des Kartellgesetzes, Koln, November 1切8,S.13. 
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ているのかということには，もちろん答えることができない。けだし，自営
業者数の減少は合併や企業の市場からの排除あるいはその他の出来事に依存
するからである。
卸売商業において一一該当するデータがないので一従業者構造の点では
フルクイム従業者とパートタイム従業者の区別はおこなえない。従業者数は
1970年から1974年まで減少し， 1974年から従業者数の恒常的な増加が確隠さ
れた。
質的な点でもまた，小売商業では顕著な変化が生じた。商業における従業
者にたいする要求面での変化が集中ないし合理化に起因するかぎり，良くは
評価されないにしても，しかし傾向的には次のような人的な影蓉が観察され
る。
任意労働にかんしていえば，とくに小規模な自営商業者は大企業や企業集
団との激しい競争によってますます必要となっている。いうまでもなく， 1 
日当り11時間～12時間までの労働時間は，むしろ一般的には例外とされてい
た。大都市からの報告によれば，多数の小規模小売商人はすでにこれまでな
されていた夏期休暇，すなわち一時的な休暇にもとずく閉店を取りやめてい
る。「費用のみかかり一般に無収入の 3週間だが，それがもはやまった＜享
(31) 
受できなくなっている」とある店主が嘆いている。
実行労働にかんしていえば，主として大企業の従業者は資本や売り場面積
や販売装置による労働の持続的な代替過程による「合理化圧力」に耐えてい
る。しかも，パートタイム従業者によるフルクイム従業者の置き換えは，若
干の場合には時間方式で雇用される「アルバイト青年」によって表現される
が，その過程は70年代の中葉以来つづき，労働組合によって懸念されている
ものでもある。イングリッド・シャイベ・ランゲは，それに対応した企業戦
略を下記のように述べている。「まず第1に， 技術的・組織的な合理化基準
によって，投入された労働の質的ピラミッドがなるほど多数の従業者を犠牲
(31) o. V. : Verzicht auf Urlaub aus Sorge um die Stammkunden, in: Der 
Tagesspiegel Nr. 11487 vom 10. 7. 1983, S.14. 
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にして労働強化と専門化の結果として変化せしめられ，また多数の機能の大
企業への集中化によって強められ，そして中位の資質をもった者の労働場所
の数が減少することになるが，他方一面ではさらに高質化するのにたいして，
他面ではとりわけますます劣悪化した労働場所が形成されるにいたってい
る。このような質的構造の分極化がまた，昇進の可能性を自動的に奪いとる
のである。一ー第2に，未熟なあるいは半熟練の女性が増加せしめられ，ま
たその下でさらに多くのパートクイム労働者が配置せしめられている。―-―
社会によって形成される目的意識的な『低質な』労働場所は，非常に高度
に肉体的かつ精神的で環境悪化的であるにもかかわらず，非常に低い賃率部
(32) 
類にかかわっている」。その著者はさらに，次のように注意を喚起している。
とくに，女性労働力はこの戦略の受難者である。すでに， 1973年には小売商
業における女性のフルタイム従業者全体の約4分の3が最下位ないし最下位
から 2番目の「職務階層」に数えいれられていた。このような推移はまた，
たしかに「セルフサービス用商品」の進出によって規定されている。だか
ら，「問題のない」商品の販売にさいしては，労働の専門化の進展によって，
必然的な質の低下が全体として可能となっている。それにたいして，「問題
(33) 
の多い」商品の販売の場合，質的要求が高まっている。
第4項 イメージの変化
消費者態度と小売商業経営の競争姿勢のあいだには，密接な結びつきが存
在している。市場地位を改善するために，企業はイメージ政策を活用する。
(34) 
というのは，イメージは消費者態度の決定的な規定力であるからである。
(32) Scheibe-Lange, Ingrid: Die Rationalisierung tragen die Arbeitnehmer, in: 
Werden-Jahrbuch fir die Deutschen Gewerkschaften, Koln 1切5,S.82-85. 
(33) Plan, Riidiger : Unternehmenskonzentration ils Instrument der Unterneh-
menspolitik, Diss., Berlin 1切o.s. 98-102. 
(34) Klein-Blenkers, Fritz: lmagepolitik im mittelstiindischen ]i'achhandel, 
in: Handelsforschung heute, Festschrift zum 50jiihrigen Bestehen der 
Forschungsstelle filr den Handel, Berlin 1町9,S.125f. 
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そのさい，クライン・ブレンカーズによれば，「店舗イメージといった場
合，ある 1人の人ないし多数の人々（消費者，供給業者，競争者，従業者，
出資者）を小売商業経営に結ぴつけるあらゆる観念や印象や感覚の複合した
総体」が意味されている。
小売商業経営は，イメージ改善のために全体的な調達手段と販売政策的手
(35) 
段を配置しうる。そのさい，第2章第2節第1項2-1から 2-7までの箇
所で述べられたような競争手段が動員される。大企業はこのような諸手段を
有効に利用しうるので，それらはまた自己のイメージを小企業よりもいっそ
う効果的に改良したり安定化させたりすることができるのはまちがいない。
しかも，最終的にはそれに対応した有益な企業イメージは，高い市場地位に
(36) 
由来する。そしてまた，大経営はすでに休系的なイメージ政策の可能性を利
用しているのにたいして，小経営はイメージ改善政策の意義をほとんど謎識
していない。小企業は，そのためにいちじるしい競争上の不利益を甘受しな
ければならなかった。いずれにせよ，そのような企業が依拠しうるような特
殊な小経営の市場研究やイメージ研究にとっての制度的かつ学術的な援助
(37) 
は，ほとんどなかったといってよい。
第2節前後の経済段階への影響
商業企業は仕入れサイド（供給者）ならびに販売サイド（顧客）におい
て，多数の市場関係者と対峙している。主として，マーケティング文献の普
及によって特色づけられる典型的な生産者一卸売商業一小売商業一消費者と
いう構成部分を有する「販売連鎖」ないし「販売経路」の概念は，少なくと
(35) Falk, Bernd R. /Wolf, Jakob, a. a. 0., S.156f. 
(36) Angehrn, Otto: Marktansteilssteigerung als absatzpolitische Zielsetzung, 
in: Jahrbuch der Absatz-und Verbrauchsforschung 1切8,S.5. 
(37) Sche社， Hans-Otto: Marktforschung fir mittelstiindische Handelsbe-
triebe, in.: Niederrhein-Kammer, Heft 8/1982, S. 405. 
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も商業企業の多様な供給者関係や顧客関係とは同一視しえない。このような
概念は，特殊な市場問題をもつ生産材商業全休（倉庫や支店を有する生産関
連商業，農産物商業）に特定されたものではない。それはまた，ルドルフ・
ザイフェルトによって包括的に表硯されたような雑多に加入せしめられた販
売代理人や販売補助業者，垂直的な統合グループ，貿易関連のものおよび多
様な配給連鎖形態にも関係しない。ザイフェルトはちょうど10個の多様な構
成部分（生産者，収集業者，仲継業者，中間輸出業者，輸送業者，中間輸入
業者，中央卸売業者，卸売業者，小売業者，消費者）を区別しているが，そ
れは種々なるコンビネーションにおいて，その都度他の「商業連鎖」と結び
(38) 
つきうるものである。しかし，そのかわり無数の個々のケースは追求できな
い。例えば，国内の食料品卸売商業や欽料品卸売商業と先行の経済段階（食
料品産業，農業，卸売市場，商業代理業，輸入業）および後行の経済段階（小
売商業，手工業，飲食業，非工業的な大規模購入者，サービス企業）との関
連はどのようなものであるかが分析できない。一般的な命題を引きだすため
には，おそらく単純化されなければならないだろう。このような理由によっ
てのみ，整理されたマーケティング視点にたちかえらなければならないので
ある。「商業」は本質的に，先行の経済段階の「産業」と後行の経済段階の
「消費者」に対峙している。このような限定条件のもとで，問題は商業にお
ける集中過程の進行が前後の経済段階に影響をあたえるかどうか，そしてそ
れはどのようなものかを追求することである。バッツァとグライプルは，商
業の集中過程は産業におけるよりも強力に現出したということを確謁してい
る。彼らは商業における競争の激化から，競争関係もまた産業と比較して攻
(39) 
撃的になるだろうと推論している。これが正しいかどうかは，後ほど簡単に
議論することにしよう。
(38) $eyf ert, Rudolf : Wirtschaftslehre des Handels, ・ 5.,neubearbeitete 
Auflage, hrsg. von Edmund Sundhoff, Opladen 1町2,S.624. 
(39) Batzer, Erich/Greipl, Erich, a. a. 0., S. 78. 
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第1項産業
すでに， 1960年にゼルクーは産業的観点から，需要者サイドにおける企業
集中の高まりについて論及した。これに関連して，彼はそこから結論づけら
(40) 
れる商業の購買力に注目した。
しかしまた，産業サイドにおいては商業の集中傾向は利益になる。という
のは，大規模商業企業は生産者にたいする注文量を可能なかぎり大きくしよ
うとするからである。それらは産業の割引格差を十分に利用しつくしうるで
あろう。産業企業の生産領域や販売領域における利益がそこから生まれるの
である。
1.需要力の問題
成長し集中化している商業企業は，それに照応して乱用した市場地位を高
めうるかどうかということについての議論は，商業における集中と密接に絡
まっていた。水平的かつ垂直的なパワーに規定された競争上のゆがみについ
て広く普及している推測は，次のような意見表明に示されている。「一方で
は，弱い競争者にたいして市場支配的な商業企業は生産者によって助成（例
えば，有利な供給条件というかたちで）されるが，他方では中規模商業企業
は競争上の不利益をこうむるだけではなく，中小生産者は商業関係者への従
(41) 
属の強まりによって，その生存が脅かされている」。
しかし，商業の需要力については包括的にいわれているが，一般的には何
が需要力として理解されているのだろうか。
マックス・ウェーパーにならっていえば，パワーはしばしば社会的な関係
の内部で対抗者にたいして自己の意思を浸透させるチャンスとして特徴づけ
(40) Solter, Arno: Nachfragemacht und Wettbewerbsordnung, 2., unveriin-
derte Auflage・, Schriftenreihe,,Der Betrieb", DUsseldorf 1960, S. 9—11. 
(41) Landesregierung Nordrhein-Westfalen (Hrsg.) : Wettbewerbsverzerrun-
gen durch die Nachfragemacht des Handels. Antwort der Landesregierung 
auf die kleine Anfrage ・ 365 des Abgeordneten Thielmann F. D. P., in: 
Landtag Nordrhein-Westfalen, Drucksache 8/949 vom 3. 5. 1切6.
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られよう。いずれにせよ，チャンスはそのパワーに依存する。それは市場カ
あるいは経済力についてもあてはまる。大多数の著者の見解によれば，需要
力は経済力の部分領域をなし，何か本源的ないし独自的なものを意味する。
そこで，おそらく独占委員会は需要力と供給力は市場力の 2つの現象形態と
みなしているのであろう。市場力の確隠のためには，もちろんその時々に関
係市場が区分されなければならない。そのさいに，独占委員会は「需要サイ
ドにおける市場力は通例集中度が低い場合には，たしかに供給サイドにおけ
(42) 
る市場力として獲得される」ということから出発する。
それについて，•アルントは当然にも反論している。けだし，需要力は企業
集中あるいは市場におけるまったく独占的ないし独占類似的な状況にもっば
ら依存するからである。彼の見方によれば，需要力においてはもっばら 2つ
の相対する市場関係者にかかわる「支配・従属関係」が存在している。彼は
そのような関係を命令力（これを彼は集中過程にとっての共働的な要因とみ
(43) 
なしている）として表硯している。
それとともに，経済段階のあいだの力関係を適正なものにするために，最
初の分析的な試みがなされた。供給力あるいは需要力はそれ自休としては存
在しないのである。おそらく，供給者あるいは需要者の様々な原因にもとづ
く個別的な優越力がその時々に問題となるのであろう。おそらく，需要サイ
ドの商業企業のこのような総休的な市場優越は本源的な要因，例えば特別に
洗練された専門的品揃え，体系的に編成された支店網（「津々浦々に配置さ
れた配給」のチャンスをもったもの）あるいは特別に魅力的な提供品売り場
などに還元されうる。しかしまた，それは例えばプロダクト・ライフサイク
ル・カープの下降部面での「プランド品」にかかわったり，商業でもはや通
用しない商品にあてはめられる場合には，派生的な性格のものとなろう。こ
こではとくに，供給者（生産企業）の相対的な弱さは同時に需要者（商業企
(42) Monopolkommission, a. a. 0., S.103. 
(43) Arndt, Helmut.: ・Die miBverstandene Nachfragemecht, in: Wirtschafts-
dienst 1978, S. 3. 
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業）の相対的な取引上の強さを意味するということが明白にされている。し
たがって，いわゆる供給力あるいは需要力は実際自立的なものではなく，多
かれ少なかれ， 2つの市場関係者の強力な市場状況ーー構造：要素や関係要素
をもった一一の結果であるといってよい。なお，これによって，ある者は場
合によってはとくに要求される綿密な市場行動を意のままにするのである
(44) 
（綿密な管理人。）したがってまた，このことは需要（優越）力と供給（優越）
カの関係にもあてはまるであろう。
多様な市場状況がたえず存在するので，―生産者はしばしば顧客にたい
して強力な地位をしめている。商業企業はしばしば供給者にたいして強力な
地位をしめている。一ーまたこのような市場状況は非常に急速に変化するの
で，第2の分析的な試みがなされなければならない。需要（優越）力ないし
供給（優越）力については， 2つの経済段階や2つの企業のパワー的運動の
結果（「商業の需要力」）ではなくて，．一定の時点での個々的な商品の個々的
な売買行為における 2つの市場関係者の取引地位の結果が問題である。取引
上の強さは行動ないし他の要素に依存するのかどうか，そしてどこまでかと
いうようなたぶん質問とでもいうべき問題あるいは港在的かつ現実的な取引
上の強さや「不可欠性」の基準の運送能力についての問題は，ここではより
(45) 
詳しく論及できない。
需要（優越）力の経済的分析の成果を確認するにとどめよう。この場合，
個別的な取引過程での十分な関係ないし関連を必要とし，そしてまた集中に
もたんなる企業規模ないし独占類似的な状況にも還元されず，競争における
(46) 
優越的行為の表硯である現象が問題である。商業集中はそのようにそれぞれ
(44) Niestraht, Ulrich: Okonomische Ursachen der Nachfragemacht des 
Handels, in: FfH-Mitteilungen 1/1981, Neue Folge, S.1-8. 
(45) 後者については次のものをみよ。 Groner,Helmut/ Kohler, Helmut: Nach-
fragewettbewerb und Marktbeherrschung im Handel, in: Betriebs-Berater, 
Heft 5/1982, S. 262f. 
(46) Homrigha匹暉， FritzHermann: Wettbewerbswirkungen genossenschaftli-
cher Einkaufszusammenschlilsse, Band 55 der Mar-burger Schriften zum 
Genossenschaftswesen, G6ttingen 1980, S. 218. 
商業集中の影響(I)（加藤） (189)109 
の場合，需要（優越）力の形成にとっての主要要因ではなくて，パワーを援
助する副次的な条件を意味する。他方では，「市場力のある」大規模商業企
業もそれ自体，しばしば供給されなかったり，あるいは供給（条件がいかな
るものであろうとも）をなによりもまず法的な決定によって長時間かけて戦
い取らなければならない（ノルドメンデ・アルカウフ事件）といった点が解
明されていない。そして，特定の品目にたいする百貨店コンツェルンの集中
的購入そのものは，中規模専門店よりもより良い条件を獲得しうるわけでは
ないということも明らかにされていない。さらにまた，商業企業はいつでも
品目ごとに高度に区別された条件を受け入れなければならないし，それを履
(41) 
行できなければならないということも解析されていない。
何がいわゆる供給（優越）力あるいは需要（優越）力の乱用にあたるかと
いうことは，経済的分析の限度をこえているといえよう。乱用規制は道徳的
な価値規準を前提する。適正規制，公正規制，当然規制，正当規制等，これ
らはいずれの場合も経済外的規準である。道徳的，経済倫理的に評価された
規制方式は，近年たしかに裁判所とカルテル局にとって重要でまさに実践的
な問題となっている。あれやこれやの道徳的に重要な規制方式はいずれにせ
ょ，連邦経済相の「遣反者リスト」やドイツ小売商業中央団体の「黒書」に
おいて，あるいは他のところで示唆されているように商業集中の直接的な効
(48) 
果として広く解釈されている。資本主義的大経営の集中の前進とともに，供
給（優越）力あるいは需要（優越）力の問題が前面にでてきたことはいなめ
ない。（優越）力を商業集中と密接に結びつけることは，実証されていない，
(49) 
いちじるしくイデオロギー的な要素をおびたえせ因果関係を意味する。商業
(47) Schenk, Hans-Otto: Theorie und Ideologie der Nachfragemacht des 
Handels, in WuW 1切4,S.149-160. 
(48) Angehrn, Otto: Nachfragemacht von Handelsunternehmungen als 
Problem der Wettbewerbsgestaltung, in: Markenartikel 8/1町4,S.356. 
(49) Sch輝 k,Hans-Otto: Diskussionsbeitrag, in: WettQewerbskongre.B 1切7
Milnchen, hrsg. vom Bayerischen S如atsministeriumfir Wirtschaft und 
Verkehr, Miinchen 1'57, S.141. 
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集中と需要（優越）力の関係は様々に評価されよう。
結局，商業集中（の進行）は，すべての大企業やあらゆる品揃え部分やあ
らゆる時点にたいして，必然的に港在的な規制度合いの強まりのみを生ぜし
めるわけでわないが，それは潜在的な規制度合いの強まりの構造的要素にと
って共働原因とみなされなければならない。取引関係者の規制にとって，っ
まり市場力の規制要素にとって，産業と商業における集中（の進展）はほと
んど責任をおっていない。というのは，いわゆる乱用規制は小規模な産業企
業や商業企業においても役割を演ずるからである。
2.産業の対抗的集中
産業サイドからは，（集中にもとづく）商業企業の需要力は供給サイドの
(50) 
集中を助長するということがよく議論されている。ゼルターはこれに関連し
(51) 
て，産業の対抗的集中について明白に述べている。このような議論は，まっ
たく「第2周期」のなかでのガルブレイスの対抗力理論に依拠してなされて
いる。 ドイツ連邦共和国でのこのような理論的な構図は，なかんずく市場支
配的な需要にたいして非集中的な産業の保膜カルテルの認可の必要性を根拠
づけるために利用されているということが，実にタイミングよく解説され
(52) 
た。ここでは「パワーの螺旋的な相互展開コンセプト」に相当するような同
じ条件が用いられている。集中は市場力を必要とするが，強められた市場カ
は自己の側で集中過程を促進するのである。この場合さらに，そのような過
程の肯定的な結果と否定的な結果のえせ因果関係の危険性や不十分な区分化
(50) 紐 gehrn, Otto: Nachfragemacht von Handelsunternehmungen als 
Problem der Wettbewerbsgestaltung, in: Markenartikel 8/1切4,S.358. 
(51) Siilter, Arno: Alternativen zur kooperativen Absatzwirtschaft. Totale 
Technik oder totale Diversifikation wiirden zur Konzentration der Absatz-
wirtschaft fiihren, in : Markenartikel 2/1971, S. 71. 
(52) Kantzenbach, Erhard: Wirtschaftliche Ursachen und Auswirkungen der 
Nachfragemacht, in: WettbewerbskongreB 1切7Miinchen, hrsg. vom 
Bayerischen Staatsministerium fir Wirtschaft und Verkehr, Milnchen 
1977, S.137. 
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や非区別化が存在している。グライプルが当然にも注意したように，そのよ
うな対抗的集中コンセプトの膜論は仮説的な特徴をもっているといってよ
(53) 
い。
(53) GreijJl, Erich, a. a. 0., S. 24. 
